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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

（当期の経営成績）

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善による個人消費の持ち直しや、円安・原油安に伴

う輸出・生産の改善等による企業業績改善の動きがみられるなど、緩やかな回復基調で推移しました。しかしなが

ら、期間の後半には、中国経済の減速をはじめとした海外経済の不確実性の高まりと、それに伴う金融資本市場の

変動の影響により、景気の先行きに不透明感が強まり、不安定な状況となりました。

医療業界におきましては、地域包括ケアシステムの推進と医療機能の分化・連携、効率的で質が高い医療の実現

等の基本方針に基づき、平成28年度診療報酬改定が行われ、医療材料の改定率については0.11％の引き下げとなり

ました。また、平成28年度政府予算では、安定的で持続可能な医療保険制度の運営確保に加え、重複頻回受診者へ

の訪問指導、予防・健康管理の推進や地域医療確保対策、及び医療情報の電子化促進等の施策に対し重点的な予算

配分がなされております。これに先立ち平成27年９月に成立した改正医療法においては、複数の医療法人を一体運

営する「地域医療連携推進法人」制度が創設され、地域医療機関の機能再編を促進させるものとされております。

当医療機器業界におきましては、病院機能の分化促進や地域包括ケアシステム等の在宅医療政策推進を背景に、

地域医療機関の経営環境が変化しており、これに伴い経営改善やコスト削減への提案力が従来以上に要請されるな

ど、業者間の競争がより激化しております。

このような状況の中、当社グループでは、既存取引先との関係強化や、新規取引先の開拓に注力してまいりまし

た。基盤事業であるＳＰＤ事業におきましては、医療機関における消耗品管理の効率化やコスト削減提案等を進め

るなど、医療機関に対する経営支援強化に取り組み、付加価値の増大を図ってまいりました。また、物流機能の強

化のため、現在、長崎県諫早市に長崎ＴＭＳセンター（平成28年９月稼働予定）の稼働準備を進めており、稼働後

は鳥栖物流センターと連携して、物流サービスのより一層の向上を図ってまいります。

これらに加え、当期は、今後拡大が見込まれる医療ＩＴ分野における需要を取り込むため、「ＭＩＴ推進部」を

新設し、医療ＩＴメーカーとの合弁会社とも連携しながら、電子カルテ等の販売推進を図ってまいりました。また、

米国の医療機器開発企業や国内の介護製品開発企業等の新興企業への出資を行うなど、将来的な製品分野の拡充に

向けて取り組んでまいりました。

この結果、当連結会計年度における売上高は、516億15百万円（前年同期比2.6％増）となり、利益面につきまし

ては、売上増加に伴う売上総利益の増加により、営業利益は５億84百万円（前年同期比8.6％増）、経常利益は６億

35百万円（前年同期比3.1％増）となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は、元社員に対する損害賠

償請求権確定による法人税等の増加により３億32百万円（前年同期比7.5％減）となりました。

セグメントごとの業績は下記のとおりであります。

① 医療機器販売業

医療機器販売業のうち一般機器分野では、大型の新築移転案件等に伴う超音波診断装置や手術室映像システム等

の医療機器備品や、回診用Ｘ線撮影装置等の画像診断機器の売上増加により102億１百万円（前年同期比1.8％増）

となりました。一般消耗品分野では、急性期医療機関の購買量増加等による医療機器消耗品の売上増加により192億

66百万円（前年同期比2.9％増）となりました。内視鏡、サージカル、循環器等により構成される低侵襲治療分野で

は、電子内視鏡システム等の内視鏡備品や、ＩＶＥ等の内視鏡処置用医療材料の売上増加により134億13百万円（前

年同期比3.4％増）となりました。整形、理化学、眼科、皮膚・形成により構成される専門分野では、手術顕微鏡や

レーザー光凝固装置等の眼科備品の売上増加により65億90百万円（前年同期比2.3％増）となりました。医療情報、

設備、医療環境等により構成される情報・サービス分野では、医療ガス設備工事等の減少により17億93百万円（前

年同期比3.7％減）となりました。

この結果、医療機器販売業の売上高は512億64百万円（前年同期比2.5％増）、セグメント利益は12億21百万円

（前年同期比8.9％増）となりました。

医療機器販売業の売上高は次のとおりであります。
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（単位：百万円）

区分
前連結会計期間 当連結会計期間

増減額
前年同期比

(％)金額 構成比(％) 金額 構成比(％)

一般機器分野 10,019 20.0 10,201 19.9 182 101.8

一般消耗品分野 18,722 37.5 19,266 37.5 544 102.9

低侵襲治療分野 12,970 25.9 13,413 26.2 442 103.4

専門分野 6,443 12.9 6,590 12.9 146 102.3

情報・サービス分野 1,862 3.7 1,793 3.5 △68 96.3

小 計 50,017 100.0 51,264 100.0 1,246 102.5

② 医療モール事業

医療モール事業におきましては、主として賃料収入により売上高は74百万円（前年同期比7.7％増）、セグメント

利益は10百万円（前年同期比285.6％増）となりました。

（次期の見通し）

今後の医療業界におきましては、高齢化に伴うニーズに対応する医療・介護提供体制の新しいモデルの実現に向

け、病院完結型の「治す医療」から病院・施設の枠を超えた地域完結型の「治し、支える医療」への転換が進めら

れようとしています。今後、地域包括ケアシステムの推進により、医療機関における病床再編や患者の在宅復帰へ

の取り組みが促進されるなど、当社グループの主要な取引先である急性期医療を担う地域中核病院の経営にも、そ

の影響が広がるものと予想されます。

当医療機器業界におきましては、診療報酬改定による汎用医療材料の価格低下や、病床再編に伴う市場成長の減

速が見込まれる等、市場環境は厳しさを増しており、今後業界再編等の動きが活発化することも想定されます。

このような状況の中、当社グループは、医療機関に対し、コスト削減や高付加価値サービスの提案を積極的に行

うと共に、長崎ＴＭＳセンター開設による物流体制の強化により、迅速かつ安定した物流サービスを提供し、基盤

事業であるＳＰＤ事業の拡大を図ってまいります。

また、病床機能の分化・連携や在宅医療・在宅介護の推進により、今後の需要増加が見込まれる介護分野での事

業展開を図るため、「ヘルスケア事業推進部」を新設いたします。同部署では今後、当社グループが出資しており

ます国内の新興企業が開発する、介護関連製品の取扱い等を予定しております。さらに、医療ＩＴ分野につきまし

ては、電子カルテ等の普及拡大が見込まれることから、平成27年度に新設した「ＭＩＴ推進部」を強化して、シェ

ア拡大を図ってまいります。この他、整形分野における子会社事業の強化、循環器事業の拡大、医療モール事業の

収益向上等に取り組んでまいります。

以上を踏まえ、次期（平成29年５月期）におきましては、増収を予想しておりますが、利益面につきましては、

新物流センター設立に伴う先行費用（人件費、リース料、減価償却費等）の発生や、営業人員増加による人件費の

増加により、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益はそれぞれ減益を予想しております。これら

の結果、次期の売上高は546億95百万円、営業利益４億18百万円、経常利益４億88百万円、親会社株主に帰属する当

期純利益２億85百万円を見込んでおります。
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（２）財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況

（資産の部）

当連結会計年度末の総資産は、187億25百万円となり、前連結会計年度末に比べて３億41百万円増加いたしまし

た。流動資産は、主に有価証券の減少により、前連結会計年度末に比べて９億40百万円減少し、140億74百万円とな

りました。固定資産は前連結会計年度末に比べて12億82百万円増加し、46億50百万円となりました。

（負債及び純資産の部）

負債は、退職給付に係る負債の増加により、前連結会計年度末に比べて２億25百万円増加し、127億31百万円とな

りました。また、純資産は、前連結会計年度末に比べて１億16百万円増加し、59億93百万円となり、自己資本比率

は32.0％となりました。

② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動により２億76百万円増加し、

投資活動により５億６百万円減少し、財務活動により１億93百万円減少いたしました。この結果、資金残高は前連

結会計年度末から４億22百万円減少し、当連結会計年度末残高は35億44百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、営業活動により増加した資金は２億76百万円（前年同期は４億64百万円の減少）とな

りました。

主な要因としましては、棚卸資産の減少１億43百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、投資活動により減少した資金は５億６百万円（前年同期は５億73百万円の減少）とな

りました。

主な要因としましては、有形固定資産の取得による支出12億83百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、財務活動により減少した資金は１億93百万円（前年同期は１億42百万円の減少）とな

りました。

主な要因としましては、株主配当金１億10百万円の支出によるものであります。

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成24年
５月期

平成25年
５月期

平成26年
５月期

平成27年
５月期

平成28年
５月期

自己資本比率 29.3 30.3 30.1 32.0 32.0

時価ベースの自己資本比率 15.0 29.7 25.5 27.2 23.3

キャッシュ・フロー対
有利子負債比率

－ － － － －

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

861.77 68.23 817.81 － 111.87

自己資本比率 自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率 株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ 営業キャッシュ・フロー／利払い

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

います。

（注５）平成27年５月期のインタレスト・カバレッジ・レシオは、営業キャッシュ・フローがマイナスであるた

め記載しておりません。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社の利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定か

つ継続的な配当を実施することを基本方針とし、業績等を勘案して利益還元を図ってまいります。配当水準として

基本的に連結配当性向30％を基準としております。

また、おかげさまで当社は、本年８月に創業90周年を迎えます。これもひとえに株主の皆様をはじめ、関係各位

のご支援の賜物と厚く御礼申し上げます。

当期の配当につきましては、上記基本方針を踏まえ、普通配当１株当たり40円とし、さらに、創業90周年記念配

当として10円を加え、期末配当として１株当たり50円とさせていただきます。

また、次期（平成29年５月期）の配当につきましては、上記基本方針および業績を勘案しながら検討する予定で

すが、現時点におきましては、期末配当として１株当たり35円を計画しております。

内部留保金につきましては、今後の環境の変化に対応し企業価値を高めるため、業務品質の向上と独自性の高い

事業展開に有効投資してまいります。

（４）事業等のリスク

① 特定の物流拠点への集中について

当社グループは、佐賀県鳥栖市に物流センターを設置し、回転率の高い医療用一般消耗品を一元管理するととも

に、仕入業務の大部分を同センターに集約しておりますが、火災等の災害により同センターの機能が停止した場

合、物流・仕入管理システムの復旧と事業所への機能移転が完了するまでの間、販売活動に支障をきたし、当社グ

ループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

なお、本年９月の長崎ＴＭＳセンター稼働後は、両センターが物流機能を相互に補完し合う体制を整え、災害発

生時のリスク分散・軽減を図ってまいります。

② 法的規制等について

医療機器は、患者の生命及び健康に影響を及ぼす可能性があるため、品質の適正な保持、医療現場における正し

い方法での使用が求められることから、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」

（以下、「医薬品医療機器等法」）において、製造から販売に至る各流通過程での遵守事項が定められておりま

す。

当社グループは、高度管理医療機器を含むあらゆる医療機器を取り扱う企業として、全ての事業所毎に、医薬品

医療機器等法に基づく高度管理医療機器等販売業・貸与業を取得しておりますが、販売責任者の資格要件、品質管

理の実施要件、トレーサビリティ（販売履歴の記録）の実施要件等、同法が求める各種要件を充足できなくなった

場合、当該事業所は、その許可を取り消される可能性があります。

この他、事業所によって、医療機器に付帯する医薬品、対外診断用試薬および医療ガス等の販売については、医

薬品医療機器等法に基づく医薬品販売業許可、医療廃棄物収集運搬の請負については、廃棄物の処理および清掃に

関する法律（廃棄物処理法）に基づく産業廃棄物収集運搬業許可および特別管理産業廃棄物収集運搬業許可、医療

ガス配管工事請負、手術室・病室等の設備工事請負については、建設業法に基づく一般建設業許可を取得しており

ますが、各法が定める要件を充足できなくなった場合、当該事業所はそれぞれの許可を取り消される可能性があり

ます。

また、連結子会社（株式会社イーピーメディック）は医療機器の製造販売業許可を取得しておりますが、品質お

よび安全管理体制等の要件を充足できなくなった場合、その許可を取り消される可能性があります。

③ 個人情報保護法について

当社グループが取り扱う個人情報は、主に個人販売先ならびに従業員の個人情報でありますが、患者情報を取り

扱う医療機関と取引を行うことから、個人情報の取り扱いを受託する企業として、取引先に確認書等を提出するな

ど、個人情報保護法に即した適切な対応に努めております。

しかしながら、同法に違反する事案が発生した場合、損害賠償請求訴訟や取引先との取引停止等が発生すること

が考えられ、その内容によっては、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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④ 医療行政の動向について

公的医療保険制度における診療報酬は、医師の診療行為、医薬品、特定の医療材料等についてそれぞれ定められ

ており、定期的に改定がなされております。このような診療報酬改定により特定の医療材料公定価格（償還価格）

が引き下げられた場合は、販売価格の引き下げに直結するため、当社グループの収益性が著しく低下する可能性が

あります。

当社グループといたしましては、医業経営により一層寄与する提案営業活動を強化するとともに、仕入先の見直

し等の合理化に努めてまいりますが、医療行政の動向によっては、当社グループの業績および財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。

⑤ 連結子会社（株式会社イーピーメディック）の事業について

連結子会社（株式会社イーピーメディック）が行っております整形外科用インプラント（体内埋没型骨材料）の

製造販売事業において、販路の拡大が予定通り進捗しない場合や、自社開発製品の欠陥について製造物責任を負う

場合、当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

⑥ 訴訟等の可能性について

当社グループが行う業務において、商品の不良・瑕疵、設置・調整の不良等があった場合、医療事故の要因とな

る可能性があります。また、営業活動中の仕様説明や納品後の取扱い説明の内容、仕入先の倒産等によるアフター

サービス継続条件の変更など、取扱商品に関する様々な事項について取引先と見解の相違が発生する可能性があり

ます。

当社グループは、ＩＳＯ9001およびＩＳＯ13485の認証を取得し、商品やサービスの品質管理体制を整備してお

りますが、医療事故等が発生した場合、訴訟等に至ることが考えられ、その内容によっては当社グループの業績お

よび財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

⑦ Ｍ＆Ａ等について

当社グループは、多様化する医療業界に対応するため、当社グループ以外の会社との業務提携、合併および買収

等（以下、「Ｍ＆Ａ等」）を企画・実施することがあります。Ｍ＆Ａ等の実施にあたっては、事前に相乗効果の有

無を見極めてから実施を決定し、相乗効果を最大にするよう経営努力を行います。しかし、Ｍ＆Ａ等実施後に、対

象会社との経営方針のすり合わせや業務部門における各種システムおよび制度の統合等に当初想定以上の負担がか

かることにより、予想どおりの相乗効果が得られない可能性があります。また、Ｍ＆Ａ等にかかる費用等が、一時

的に当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼす可能性もあります。

⑧ 保有固定資産の減損損失について

当社グループは、事業活動上、土地・建物をはじめとする事業用固定資産を保有しておりますが、事業収益・キ

ャッシュフローの悪化や地価の下落に伴う減損損失が発生した場合、当社グループの業績および財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。

⑨ 投資有価証券の評価損について

当社グループは、主に取引先との関係維持のための株式保有および事業の展開上必要と思われる企業への出資を

行っており、今後も行う可能性がありますが、そのような有価証券への投資においては、株価の著しい下落あるい

は投資先企業の業績が著しく低迷した等の場合、投資有価証券評価損が発生し、当社グループの業績および財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。
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２．企業集団の状況

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（山下医科器械株式会社）、連結子会社（株式会社イーピー

メディック）及び関連会社（パナソニックメディコム九州株式会社）の計３社で構成されております。

当社グループは、主にメーカーより仕入れた医療機器を、病院をはじめとする医療機関等に販売しております。

また、株式会社イーピーメディックでは海外メーカーに製造を委託した自社開発製品を、国内販売代理店を通じて

販売しております。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、医療機器の販売およびサービスの提供を通じて「地域医療の発展に貢献する」ことを経営の基

本方針とし、「トータル・メディカル・サポート（総合医療支援）企業」として顧客満足の向上に努めてまいりま

す。

また、コンプライアンスの徹底およびＣＳＲ（企業の社会的責任）の充実にも積極的に取り組むほか、提供する

業務の品質や安全性を真摯に追求する上での具体的な行動指針として、倫理綱領ならびに企業行動憲章を定め、役

職員への周知徹底を図っております。

（２）目標とする経営指標

当社グループでは、健全な財務体質を維持しつつ、株主資本の効率的運用により企業価値を向上させることを目

指し、株主資本利益率（ＲＯＥ）10％を目標に設定しております。当連結会計年度におけるＲＯＥは5.6％となって

おります。

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社グループは、商品の安定供給と物流の効率化を目指し、現在長崎県諫早市に長崎ＴＭＳセンターの稼働準備

を進めており、本年９月より稼働を開始します。これにより、物流インフラの充実、流通精度管理の向上に加え、

顧客の購買管理を支援するコンサルティング機能のさらなる向上を図り、基盤事業であるＳＰＤ事業の拡大を図っ

てまいります。

また、当社グループは、将来的な事業分野の拡大のため、医療・介護製品開発企業への出資や、医療ＩＴ系の合

弁会社の設立等を行っておりますが、今後も相乗効果が見込める企業とのアライアンスを積極的に推進し、双方に

とってメリットのあるパートナーシップの形成に努めてまいります。

（４）会社の対処すべき課題

① 事業基盤の強化

高度化する顧客ニーズと厳しさを増す経営環境に対応するため、当社グループの有する企画提案力の向上、仕入

先メーカーや協力企業との関係強化による商品提案力の向上を図るなど、商品・サービスの付加価値を高め、顧客

の満足と信頼を向上させることにより、地域市場における競争力強化、事業基盤の強化を図ってまいります。

② 新しい事業分野の育成

今後の市場拡大が見込まれるヘルスケア分野におきましては、当社が出資しております国内新興企業が開発した

介護製品を、新設部署であるヘルスケア事業推進部にて販売してまいります。また、同様に需要拡大が見込まれる

電子カルテ等の医療ＩＴ分野では、ＭＩＴ推進部にて、医療ＩＴメーカーとの合弁会社と連携を図り、グループと

してのシェア拡大を図ってまいります。その他、循環器事業の拡大や、子会社による整形分野での新製品の開発

等、新しい事業分野の育成を図ってまいります。

③ 効率的な物流体制の構築

本年９月の長崎ＴＭＳセンターの稼働後は、早期にフル稼働体制を整え、鳥栖物流センターおよび福岡・鳥栖両

ＳＰＤセンターと連携して、高精度で迅速かつ効率的な物流体制の構築を目指します。

④ 人材育成・組織の活性化

当社グループでは、業務関連研修の他、階層別研修、新任管理職研修、コンプライアンス研修等、多様な研修体

系による従業員教育を実施しております。今後はさらに研修方法や内容の充実化を図り、人材育成に取り組んでま

いります。また、従業員が健康に働くことができる職場環境の整備に努めるなど、従業員の健康にも配慮した経営

を実践することにより、組織の活性化と健全な経営の維持に努めてまいります。
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４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、主に日本国内で業務活動を行っていることから、会計基準につきましては、日本基準を採用し

ております。ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）につきましては、国内の適用動向等を踏まえ、適用について検討を進

めていく方針であります。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成27年５月31日)

当連結会計年度
(平成28年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,967,580 3,544,803

受取手形及び売掛金 7,844,601 8,357,745

有価証券 899,940 －

商品 2,008,535 1,855,305

貯蔵品 13,778 23,776

繰延税金資産 215,147 213,581

未収還付法人税等 3,194 238

その他 73,955 91,545

貸倒引当金 △11,483 △12,322

流動資産合計 15,015,249 14,074,674

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,393,715 2,379,481

減価償却累計額 △1,299,567 △1,331,170

建物及び構築物（純額） 1,094,147 1,048,311

土地 1,446,085 1,769,927

建設仮勘定 － 885,258

その他 561,748 544,891

減価償却累計額 △483,069 △476,181

その他（純額） 78,678 68,709

有形固定資産合計 2,618,912 3,772,207

無形固定資産 30,049 27,166

投資その他の資産

投資有価証券 401,736 592,340

関係会社株式 － ※ 10,488

その他 317,588 248,339

投資その他の資産合計 719,324 851,168

固定資産合計 3,368,286 4,650,542

資産合計 18,383,536 18,725,217
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成27年５月31日)

当連結会計年度
(平成28年５月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,117,229 11,119,374

未払法人税等 23,620 217,525

賞与引当金 454,106 429,489

その他 534,952 434,955

流動負債合計 12,129,908 12,201,345

固定負債

繰延税金負債 11,778 －

退職給付に係る負債 147,687 312,257

その他 217,041 218,307

固定負債合計 376,506 530,564

負債合計 12,506,415 12,731,909

純資産の部

株主資本

資本金 494,025 494,025

資本剰余金 627,605 627,605

利益剰余金 4,549,519 4,772,022

自己株式 △1,138 △84,280

株主資本合計 5,670,011 5,809,371

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 212,026 306,425

退職給付に係る調整累計額 △6,774 △124,254

その他の包括利益累計額合計 205,252 182,171

非支配株主持分 1,856 1,764

純資産合計 5,877,120 5,993,307

負債純資産合計 18,383,536 18,725,217
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成26年６月１日
　至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
　至 平成28年５月31日)

売上高 50,310,045 51,615,298

売上原価 44,476,282 45,700,472

売上総利益 5,833,762 5,914,825

販売費及び一般管理費

給料手当及び賞与 2,699,501 2,705,795

賞与引当金繰入額 454,106 429,489

退職給付費用 136,045 115,976

福利厚生費 452,522 461,886

旅費及び交通費 208,998 179,628

通信費 64,365 60,612

運賃 220,848 248,330

消耗品費 68,277 68,593

地代家賃 212,827 213,295

支払手数料 172,771 194,472

減価償却費 122,743 114,322

その他 482,260 537,672

販売費及び一般管理費合計 5,295,268 5,330,077

営業利益 538,494 584,748

営業外収益

受取利息 3,943 3,581

受取配当金 2,266 3,112

仕入割引 46,350 44,023

受取手数料 17,975 18,557

その他 25,687 16,677

営業外収益合計 96,225 85,953

営業外費用

解約違約金 10,840 1,632

支払利息 2,391 2,525

持分法による投資損失 － 28,711

手形売却損 － 696

その他 5,034 1,470

営業外費用合計 18,265 35,036

経常利益 616,453 635,665

特別利益

収用補償金 15,533 －

特別利益合計 15,533 －

特別損失

固定資産除却損 ※ 3,063 ※ 9,068

事務所移転費用 1,806 420

特別損失合計 4,870 9,488

税金等調整前当期純利益 627,116 626,176

法人税、住民税及び事業税 192,989 288,730

法人税等調整額 75,051 5,299

法人税等合計 268,041 294,029

当期純利益 359,074 332,147

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配
株主に帰属する当期純損失（△）

63 △92

親会社株主に帰属する当期純利益 359,010 332,239
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成26年６月１日
　至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
　至 平成28年５月31日)

当期純利益 359,074 332,147

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 66,786 94,398

退職給付に係る調整額 38,438 △117,479

その他の包括利益合計 ※ 105,225 ※ △23,081

包括利益 464,299 309,065

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 464,236 309,158

非支配株主に係る包括利益 63 △92

決算短信（宝印刷） 2016年07月09日 10時26分 13ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）



山下医科器械株式会社(3022) 平成28年５月期 決算短信

― 14 ―

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成26年６月１日 至 平成27年５月31日）

(単位：千円)

株主資本 その他の包括利益累計額

非支配株主

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金利益剰余金 自己株式
株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

退職給付に

係る調整累

計額

その他の包

括利益累計

額合計

当期首残高 494,025 627,605 4,371,879 △1,071 5,492,437 145,240 △45,213 100,027 1,793 5,594,258

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△38,455 △38,455 △38,455

会計方針の変更を反映

した当期首残高
494,025 627,605 4,333,423 △1,071 5,453,982 145,240 △45,213 100,027 1,793 5,555,802

当期変動額

剰余金の配当 △142,915 △142,915 △142,915

親会社株主に帰属す

る当期純利益
359,010 359,010 359,010

自己株式の取得 △66 △66 △66

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

66,786 38,438 105,225 63 105,288

当期変動額合計 － － 216,095 △66 216,029 66,786 38,438 105,225 63 321,317

当期末残高 494,025 627,605 4,549,519 △1,138 5,670,011 212,026 △6,774 205,252 1,856 5,877,120

当連結会計年度（自 平成27年６月１日 至 平成28年５月31日）

(単位：千円)

株主資本 その他の包括利益累計額

非支配株主

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金利益剰余金 自己株式
株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

退職給付に

係る調整累

計額

その他の包

括利益累計

額合計

当期首残高 494,025 627,605 4,549,519 △1,138 5,670,011 212,026 △6,774 205,252 1,856 5,877,120

会計方針の変更によ

る累積的影響額
－ －

会計方針の変更を反映

した当期首残高
494,025 627,605 4,549,519 △1,138 5,670,011 212,026 △6,774 205,252 1,856 5,877,120

当期変動額

剰余金の配当 △109,736 △109,736 △109,736

親会社株主に帰属す

る当期純利益
332,239 332,239 332,239

自己株式の取得 △83,142 △83,142 △83,142

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

94,398 △117,479 △23,081 △92 △23,173

当期変動額合計 － － 222,502 △83,142 139,360 94,398 △117,479 △23,081 △92 116,187

当期末残高 494,025 627,605 4,772,022 △84,280 5,809,371 306,425 △124,254 182,171 1,764 5,993,307
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成26年６月１日
　至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
　至 平成28年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 627,116 626,176

減価償却費 139,671 128,248

貸倒引当金の増減額（△は減少） △188 838

賞与引当金の増減額（△は減少） △113,955 △24,616

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 17,759 △4,138

受取利息及び受取配当金 △6,210 △6,693

支払利息 2,391 2,525

固定資産除却損 3,063 9,068

持分法による投資損益（△は益） － 28,711

売上債権の増減額（△は増加） △471,300 △513,144

たな卸資産の増減額（△は増加） △224,560 143,231

仕入債務の増減額（△は減少） △137,149 1,041

その他 31,264 △17,239

小計 △132,099 374,009

利息及び配当金の受取額 6,191 6,667

利息の支払額 △2,362 △2,475

法人税等の支払額 △419,774 △104,364

法人税等の還付額 83,515 3,070

営業活動によるキャッシュ・フロー △464,529 276,907

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △1,400,000 △900,000

有価証券の償還による収入 1,000,000 1,800,000

有形固定資産の取得による支出 △132,548 △1,283,117

無形固定資産の取得による支出 △10,699 △17,047

投資有価証券の取得による支出 △29,954 △59,857

関係会社株式の取得による支出 － △39,200

その他 － △7,295

投資活動によるキャッシュ・フロー △573,201 △506,518

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △66 △83,142

配当金の支払額 △142,720 △110,024

財務活動によるキャッシュ・フロー △142,786 △193,166

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,180,518 △422,777

現金及び現金同等物の期首残高 5,148,099 3,967,580

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 3,967,580 ※ 3,544,803
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数…１社

連結子会社の名称…株式会社イーピーメディック

２．持分法の適用に関する事項

すべての関連会社に持分法を適用しております。

(1) 持分法を適用した関連会社の数…１社

持分法を適用した関連会社の名称…パナソニックメディコム九州株式会社

　なお、当連結会計年度中に新たにパナソニックメディコム九州株式会社の株式を取得したことにより、関連

会社に該当することとなったため、持分法適用の関連会社に含めることといたしました。

(2) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項

　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表

を使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

(ａ) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

② たな卸資産

(ａ) 商品

先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(ｂ) 貯蔵品

最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産除く)

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得の建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得の

建物附属設備及び構築物については、法人税法に規定する方法と同一の基準による定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 10～50年

② 無形固定資産(リース資産除く)

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
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③ リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度の負担額を計上しております。

(4)退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（９年）による定率法によ

り発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（９年）による定額法により発

生した連結会計年度から費用処理しております。

③ 小規模企業等における簡便法の採用

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(会計方針の変更)

(企業結合に関する会計基準等の適用)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）、及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差

額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更

いたしました。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による

取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。

加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該

表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及

び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将

来にわたって適用しております。

当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は

売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載し、連結範囲の

変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売却に関連して生

じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載しております。

なお、当連結会計年度において、連結財務諸表及び１株当たり情報に与える影響額はありません。

(減価償却方法の変更)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び

構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響額はありません。

(未適用の会計基準等)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）

(1) 概要

繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判

断に関する監査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額

を見積る枠組みを基本的に踏襲した上で、以下の取扱いについて必要な見直しが行われております。

①（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い

②（分類２）及び（分類３）に係る分類の要件

③（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い

④（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する取扱

い

⑤（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い

(2) 適用予定日

平成29年５月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。
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(連結貸借対照表関係)

※関連会社に対するものは、次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成27年５月31日）

当連結会計年度
（平成28年５月31日）

関係会社株式 － 千円 10,488 千円

(連結損益計算書関係)

※固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成26年６月１日
至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
至 平成28年５月31日)

建物及び構築物 2,776千円 8,783千円

その他有形固定資産
（工具、器具及び備品）

286千円 284千円

計 3,063千円 9,068千円

　

(連結包括利益計算書関係)

※その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
（自 平成26年６月１日
　至 平成27年５月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年６月１日
　至 平成28年５月31日）

その他有価証券評価差額金

当期発生額 87,352 千円 130,806 千円

組替調整額 － 千円 － 千円

税効果調整前合計 87,352 千円 130,806 千円

税効果額 △20,566 千円 △36,407 千円

その他有価証券評価差額金 66,786 千円 94,398 千円

退職給付に係る調整額

当期発生額 48,685 千円 △171,723 千円

組替調整額 11,300 千円 3,014 千円

税効果調整前 59,985 千円 △168,709 千円

税効果額 △21,547 千円 51,229 千円

退職給付に係る調整額 38,438 千円 △117,479 千円

その他の包括利益合計 105,225 千円 △23,081 千円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自 平成26年６月１日 至 平成27年５月31日）

１．発行済株式及び自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式

普通株式（株） 2,553,000 － － 2,553,000

自己株式

普通株式（株） 945 39 － 984

（注）普通株式の自己株式増加数39株は単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

２．配当に関する事項

(1) 配当金の支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年８月26日
定時株主総会

普通株式 142,915 56 平成26年５月31日 平成26年８月27日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年８月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 109,736 43 平成27年５月31日 平成27年８月28日

当連結会計年度（自 平成27年６月１日 至 平成28年５月31日）

１．発行済株式及び自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式

普通株式（株） 2,553,000 － － 2,553,000

自己株式

普通株式（株） 984 46,500 － 47,484

（注）普通株式の自己株式の増加46,500株は平成27年11月16日開催の取締役会の決議に基づき、東京証券取引所の自

己株式立会外買付取引（ＴｏＳＴＮＥＴ－３）による買付けにより取得したものです。

２．配当に関する事項

(1) 配当金の支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年８月27日
定時株主総会

普通株式 109,736 43 平成27年５月31日 平成27年８月28日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年８月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 125,275 50 平成28年５月31日 平成28年８月29日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

前連結会計年度
(自 平成26年６月１日
至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
至 平成28年５月31日)

現金及び預金 3,967,580千円 3,544,803千円

現金及び現金同等物 3,967,580千円 3,544,803千円

　

(セグメント情報等)

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社においては主に事業所別に、連結子会社においては個別に報告を受け、包括的な戦略を立案し、事業活動を

展開しております。

これらの事業セグメントを製品・サービスの類似性から、集約基準及び量的基準に基づいて集約したうえで、

「医療機器販売業」及び「医療モール事業」の２つを報告セグメントとしております。

「医療機器販売業」は、主に医療機器メーカーより仕入れた医療機器を、病院をはじめとする医療機関等に販売

しております。「医療モール事業」は、複数のクリニックが同一敷地内に立地し、各診療科の専門医が医療サービ

スを提供する複合型医療施設の運営を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。

なお、資産についてのセグメント情報は、最高意思決定機関が経営の意思決定上当該情報を各セグメントに配分

していないため、開示しておりません。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成26年６月１日 至 平成27年５月31日）

（単位：千円）

報告セグメント その他

（注１）
調整額
（注２）

連結財務諸表
計上額
（注３）

医療機器
販売業

医療モール
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 49,706,329 68,747 49,775,076 534,968 － 50,310,045

セグメント間の

内部売上高又は振替高
311,225 － 311,225 98 △311,323 －

計 50,017,554 68,747 50,086,301 535,066 △311,323 50,310,045

セグメント利益又は損失(△) 1,121,731 2,807 1,124,538 △4,545 △581,499 538,494

その他の項目

減価償却費 89,174 16,927 106,102 13,115 20,453 139,671

（注）１．「その他」の区分は、主として自社グループ開発製品である整形外科用インプラントを製造・販売しており

ます。

２．セグメント利益又は損失の調整額△581,499千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△

589,945千円、棚卸資産の調整額等8,445千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない親会社（提出会社）の管理部門等に係る費用であります。
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３．セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

当連結会計年度（自 平成27年６月１日 至 平成28年５月31日）

（単位：千円）

報告セグメント その他

（注１）
調整額
（注２）

連結財務諸表
計上額
（注３）

医療機器
販売業

医療モール
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 51,064,949 74,016 51,138,966 476,332 － 51,615,298

セグメント間の

内部売上高又は振替高
199,582 － 199,582 13 △199,595 －

計 51,264,532 74,016 51,338,548 476,345 △199,595 51,615,298

セグメント利益又は損失(△) 1,221,374 10,823 1,232,197 △6,576 △640,873 584,748

その他の項目

減価償却費 81,779 13,925 95,704 8,804 23,738 128,248

（注）１．「その他」の区分は、主として自社グループ開発製品である整形外科用インプラントを製造・販売しており

ます。

２．セグメント利益又は損失の調整額△640,873千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△

646,020千円、棚卸資産の調整額等5,147千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない親会社（提出会社）の管理部門等に係る費用であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成26年６月１日
至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
至 平成28年５月31日)

１株当たり純資産額 2,302.20円 2,391.34円

１株当たり当期純利益金額 140.68円 131.46円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定基礎は以下のとおりであります。
前連結会計年度

(自 平成26年６月１日
至 平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年６月１日
至 平成28年５月31日)

１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 359,010 332,239

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益
(千円)

359,010 332,239

普通株式の期中平均株式数(株) 2,552,029 2,527,368

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(平成27年５月31日)

当連結会計年度
(平成28年５月31日)

純資産の部の合計額(千円) 5,877,120 5,993,307

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 1,856 1,764

(うち非支配株主持分)(千円) (1,856) (1,764)

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 5,875,263 5,991,543

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数(株)

2,552,016 2,505,516

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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６．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成27年５月31日)

当事業年度
(平成28年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,910,946 3,519,210

受取手形 649,066 700,631

売掛金 7,143,467 7,550,861

有価証券 899,940 －

商品 1,899,852 1,775,643

貯蔵品 5,756 5,913

前払費用 47,806 49,748

繰延税金資産 202,316 195,181

未収還付法人税等 3,194 238

その他 25,665 42,560

貸倒引当金 △10,958 △11,631

流動資産合計 14,777,054 13,828,355

固定資産

有形固定資産

建物 2,242,719 2,228,485

減価償却累計額 △1,174,525 △1,201,811

建物（純額） 1,068,193 1,026,674

構築物 150,556 150,556

減価償却累計額 △124,968 △129,222

構築物（純額） 25,587 21,333

車両運搬具 7,380 7,380

減価償却累計額 △7,379 △7,379

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 463,116 446,019

減価償却累計額 △403,172 △387,634

工具、器具及び備品（純額） 59,943 58,385

土地 1,446,085 1,769,927

建設仮勘定 － 885,258

有形固定資産合計 2,599,810 3,761,578

無形固定資産

ソフトウエア 16,206 13,415

電話加入権 13,597 13,597

無形固定資産合計 29,804 27,012

投資その他の資産

投資有価証券 401,736 592,340

関係会社株式 11,453 21,941

敷金及び保証金 306,448 238,122

関係会社長期貸付金 190,000 190,000

長期前払費用 5,766 5,534

投資その他の資産合計 915,403 1,047,939

固定資産合計 3,545,018 4,836,530

資産合計 18,322,072 18,664,886
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(単位：千円)

前事業年度
(平成27年５月31日)

当事業年度
(平成28年５月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 4,123,974 3,416,087

買掛金 6,992,348 7,702,480

未払金 415,456 355,823

未払法人税等 23,412 214,385

前受金 42,879 27,174

預り金 66,216 41,732

賞与引当金 452,116 427,889

流動負債合計 12,116,403 12,185,572

固定負債

繰延税金負債 11,778 51,962

退職給付引当金 133,920 129,656

資産除去債務 76,022 77,288

その他 138,818 138,818

固定負債合計 360,539 397,726

負債合計 12,476,943 12,583,298

純資産の部

株主資本

資本金 494,025 494,025

資本剰余金

資本準備金 627,605 627,605

資本剰余金合計 627,605 627,605

利益剰余金

利益準備金 12,500 12,500

その他利益剰余金

別途積立金 4,100,000 4,300,000

繰越利益剰余金 400,110 425,312

利益剰余金合計 4,512,610 4,737,812

自己株式 △1,138 △84,280

株主資本合計 5,633,102 5,775,162

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 212,026 306,425

評価・換算差額等合計 212,026 306,425

純資産合計 5,845,129 6,081,587

負債純資産合計 18,322,072 18,664,886
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（２）損益計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成26年６月１日
　至 平成27年５月31日)

当事業年度
(自 平成27年６月１日
　至 平成28年５月31日)

売上高 50,086,301 51,338,548

売上原価

商品期首たな卸高 1,687,735 1,899,852

当期商品仕入高 44,511,439 45,356,627

他勘定受入高 54,626 51,309

合計 46,253,801 47,307,789

商品期末たな卸高 1,899,852 1,775,643

売上原価合計 44,353,949 45,532,146

売上総利益 5,732,352 5,806,402

販売費及び一般管理費

給料手当及び賞与 2,665,058 2,670,815

賞与引当金繰入額 452,116 427,889

退職給付費用 135,470 114,867

福利厚生費 446,865 455,932

旅費及び交通費 201,714 172,293

通信費 63,500 59,713

運賃 220,492 247,807

消耗品費 66,190 66,641

地代家賃 209,472 209,940

支払手数料 165,773 185,396

減価償却費 109,628 105,518

その他 461,476 502,757

販売費及び一般管理費合計 5,197,758 5,219,574

営業利益 534,593 586,827

営業外収益

受取利息 5,843 5,486

受取配当金 2,266 3,112

仕入割引 46,350 44,023

受取手数料 17,975 18,557

その他 23,003 17,418

営業外収益合計 95,441 88,598

営業外費用

解約違約金 10,840 1,632

支払利息 2,391 2,525

手形売却損 － 696

その他 5,034 932

営業外費用合計 18,265 5,787

経常利益 611,769 669,639

特別利益

収用補償金 15,533 －

特別利益合計 15,533 －

特別損失

固定資産除却損 3,063 9,068

事務所移転費用 1,806 420

関係会社株式評価損 － 28,711

特別損失合計 4,870 38,199

税引前当期純利益 622,432 631,439
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(単位：千円)
前事業年度

(自 平成26年６月１日
　至 平成27年５月31日)

当事業年度
(自 平成27年６月１日
　至 平成28年５月31日)

法人税、住民税及び事業税 192,781 285,589

法人税等調整額 72,519 10,911

法人税等合計 265,300 296,500

当期純利益 357,131 334,938
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（３）株主資本等変動計算書

　 前事業年度(自 平成26年６月１日 至 平成27年５月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 494,025 627,605 627,605 12,500 3,700,000 624,349 4,336,849

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△38,455 △38,455

会計方針の変更を反映

した当期首残高
494,025 627,605 627,605 12,500 3,700,000 585,894 4,298,394

当期変動額

剰余金の配当 △142,915 △142,915

別途積立金の積立 400,000 △400,000 －

当期純利益 357,131 357,131

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － － － － 400,000 △185,783 214,216

当期末残高 494,025 627,605 627,605 12,500 4,100,000 400,110 4,512,610

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

当期首残高 △1,071 5,457,407 145,240 145,240 5,602,648

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△38,455 △38,455

会計方針の変更を反映

した当期首残高
△1,071 5,418,952 145,240 145,240 5,564,192

当期変動額

剰余金の配当 △142,915 △142,915

別途積立金の積立 － －

当期純利益 357,131 357,131

自己株式の取得 △66 △66 △66

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

66,786 66,786 66,786

当期変動額合計 △66 214,149 66,786 66,786 280,936

当期末残高 △1,138 5,633,102 212,026 212,026 5,845,129
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　 当事業年度(自 平成27年６月１日 至 平成28年５月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 494,025 627,605 627,605 12,500 4,100,000 400,110 4,512,610

会計方針の変更によ

る累積的影響額
－

会計方針の変更を反映

した当期首残高
494,025 627,605 627,605 12,500 4,100,000 400,110 4,512,610

当期変動額

剰余金の配当 △109,736 △109,736

別途積立金の積立 200,000 △200,000 －

当期純利益 334,938 334,938

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － － － － 200,000 25,202 225,202

当期末残高 494,025 627,605 627,605 12,500 4,300,000 425,312 4,737,812

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

当期首残高 △1,138 5,633,102 212,026 212,026 5,845,129

会計方針の変更によ

る累積的影響額
－ －

会計方針の変更を反映

した当期首残高
△1,138 5,633,102 212,026 212,026 5,845,129

当期変動額

剰余金の配当 △109,736 △109,736

別途積立金の積立 － －

当期純利益 334,938 334,938

自己株式の取得 △83,142 △83,142 △83,142

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

94,398 94,398 94,398

当期変動額合計 △83,142 142,060 94,398 94,398 236,458

当期末残高 △84,280 5,775,162 306,425 306,425 6,081,587
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７．その他

（１）役員の異動

役員の異動につきましては、以下のとおりです。

平成28年７月11日開催の当社取締役会において、取締役の退任と共に新任取締役候補を選任いたしました。候補

者につきましては、平成28年８月26日開催予定の第68回定時株主総会において、承認可決後、正式に決定される予

定であります。

① 代表取締役の異動

該当事項はありません。

② その他役員の異動

退任予定取締役

吉野 敏彦 （現 取締役執行役員 営業本部長）

　新任取締役候補者

嘉村 厚 （現 執行役員 ソリューション事業推進部長）
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